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CIP 業務報告 

 

表題の件につき、下記の通りご報告いたします。 

 

記 

 

1. CIP 参加動機 

フルスタックエンジニアとして開発現場で実際に設計から開発、リリース

まで幅広く経験でき、プログラミングやシステム開発に関する深い知識や

高度な技術を身につける事ができるため 

 

 

2. CIP 業務概要 

1) システムの開発 

 生協のシステムや生協請負システムの開発・保守 

 各種最先端の技術・フレームワーク等の検討・導入 

2) 新人・後輩の教育・指導 

 新人研修用のプログラムの作成 

 新人・後輩の指導 

3) System Solution Team Web 開発部門の統括 

 プロジェクト管理 

 勉強会の開催 

 他チームの会議への参加・助言 

 

 

 

 

 



3. CIP 業務報告 

1) システムの開発 

 主体となって、7 つ以上の Django を用いた Web システムを開発・

保守を行い、5つ以上の関連するライブラリの開発・保守を行った。 

 完成したシステムのリリース・移行作業を行った。 

 チャットツール slack の導入を提案した。 

 CI(Continuous Integration)にテストや Lint ツールを導入し、コ

ード品質を維持できる環境を用意した。 

 最先端のフロントエンドフレームワークの比較・検討を行い、

Angular 導入した。 

2) 新人・後輩の指導 

 新人がスムーズに開発に入って行けるよう、研修用のプログラム

を用意した。 

 ペアプログラミングのような形で新人や後輩のプロジェクトに参

加し、設計方針等を指導し、丁寧なコードレビューを行った。 

3) System Solution Team Web 開発部門の統括 

 Web 開発部門全体の品質や進捗を管理し、全プロジェクトのコード

レビューを行い、遅れているプロジェクトに対しては、他のメン

バーに協力を要請し、場合によっては私自身が参加し、高品質で

納期を守れるよう努力した。 

 勉強会を開催し、チーム全体で知識の共有を図った。 

 CoMPAss の前身となるチームに協力し、新入生を対象としたセミナ

ーでリアルタイムにアンケートを集計するシステムを運用した。 

 

 

4. 今後の予定 

1) システムの開発 

 フロントエンドフレームワークの移行 

2) 新人・後輩の指導 

 新人研修プログラムの最適化 

3) System Solution Team Web 開発部門の統括 

 ミーティング・勉強会の開催頻度の向上 



5. 所感 

System Solution Team 発足初年度ということもあり、新人教育やチームの

統括において十分でなかったと感じた。 

CIP に相応しい新人を獲得するため、従来の在籍しているメンバーによる紹

介から公募となったため、全くの未経験者でも参加できるようにと新人研

修プログラムを用意していた。しかし、フロントエンドフレームの導入に

伴い、Web 開発部門で必要とされる技術が大きく変更となった。その結果、

研修プログラムが肥大化し、新人が混乱する原因となってしまった。次年

度は、研修プログラムを十分に見つめ直し、最も必要な技術とこれから必

要となる技術を 2段階で学習させることを検討している。 

従来、プロジェクト管理を行うごく一部の上級生を通じて、知識の共有が

行われてきた。CIP という体制へ移る際に、チーム全体で進捗報告などを行

い、各プロジェクトで用いた技術を共有することを目的としたミーティン

グと新人や後輩の教育、新技術の研究・検討を目的とした勉強会の定期開

催を提案した。初年度であり体制が整っていなかったことや様々な要因か

ら、 

十分に開催されなかった。また、メンバーへの評価が十分になされていな

かったなど、統括の体制が不十分であった。次年度以降は、ミーティング

や勉強会、個別面談の開催頻度の向上が求められる。 

 

私は生協組織で 4 年間 Web 開発に携わってきた。簡単なプログラムですら

まともに書けない状態で参加した私であったが、今では後輩を指導するま

で成長した。これは、この組織が教育に力を入れていることに加え、同じ

学生であり高度な知識を有する先輩という身近な目標が常にあったからで

あると考える。自ら学び、得たものを後輩やプロジェクトに還元する姿勢

は、エンジニアをはじめとする様々な分野で重要となってくるだろう。こ

の姿勢を忘れず、自らの成長を還元するという形で、企業や社会に貢献で

きるよう努めていきたい。 

 

以上 

 


